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平成２５年度事業報告 
 

Ⅰ．概    要  

 平成２５年度は、アベノミクスの効果により、わが国経済が再生へと大きく動き出し、新

たな成長に向けた転換の年となった。 

中部圏においても、円高是正などにより、製造業を中心に企業収益が大幅に改善するとと

もに、個人消費も増加するなど、景気が本格回復に向け動き始めた。また、リニア中央新幹

線の詳細なルートや駅の位置が明らかになったことから、これを契機として、新駅を活かし

地域のさらなる発展をめざす「まちづくり構想」の策定や名古屋駅周辺の再開発の議論が本

格化するなど、将来に向けて明るい話題が多い年となった。 

 こうした中、中経連は、「中部の明るい未来」の実現に向けて、自由な発想と創意工夫の

精神を活かした｢ものづくり」、高度な技術力やグローバルな視点を持った｢人づくり」、そし

て魅力と個性に溢れた「地域・街づくり」を強力に推進した。 

   

（政策提言・要請活動） 

わが国経済の持続的成長に不可欠な、ものづくりの競争力再生と産業構造転換の促進に

必要な具体的方策を提言した「日本のものづくりの競争力再生と産業構造転換の促進」を

とりまとめた。さらに、法人実効税率の引き下げなどを求めた「平成２６年度税制改正に

対する意見」を策定するとともに、｢エネルギー・環境政策について～ものづくりの基盤

を守る政策の実現を～｣をとりまとめた。 

これらの提言等の実現に向け、政府・関係省庁、地方自治体、議員等に対して要請活動

を実施した。 

 

（「ものづくり」の推進） 

次世代リーディング産業の振興を目指し、次世代自動車産業、航空宇宙産業、ヘルスケ

ア産業、環境・リサイクル産業、観光産業の振興に向けた取り組みを、委員会活動を中心

に推進した。 

次世代自動車産業については、都市部や中山間地など、地域ごとの移動ニーズに応じた

将来のモビリティの在り方について、検討を行った。 

航空宇宙産業については、中部圏に集積する企業の更なる競争力強化策について意見交

換を実施するとともに、中堅・中小企業へのヒアリングを行った。その結果に基づき、関

係機関等と協調して、産業活性化に向けた各種活動を展開した。 

ヘルスケア産業については、医療・介護に役立つ機器・システム開発の課題などについ

て引き続き意見交換を実施するとともに、「新ヘルスケア産業フォーラム」（事務局：名古

屋大学、中経連）にて新ビジネス創出活動を推進した。 

環境・リサイクル産業については、産業活動に伴い発生し、主にセメント原料等に再利

用されている副産物の循環維持・拡大に向けて、調査研究を実施した。 

観光産業については、昇龍道プロジェクトの推進、西日本広域観光ルートの開発など広

域観光の一層の推進に努めた。 

また、地域を支える中堅・中小企業の活性化を目的に、ＢｔｏＢビジネスマッチングサ

イト「ｅＥＸＰＯ／Ｌｉｎｋｅｒｓ」の普及拡大などに取り組むとともに、農商工連携に

関する調査研究、さらにはエネルギー問題解決に向け講演会や視察会を積極的に開催した。 
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 （「人づくり」の推進） 

産業界が求める高度専門人材やグローバル人材の育成について調査研究を実施するとと

もに、次代を担う若手のネットワークづくりを目的とした大学、企業の異分野、異業種交

流会「Next30 産学フォーラム」を引き続き定期的に開催した。 

    

（「地域・街づくり」の推進） 

中部圏の道路や主要港湾について、産業の国際競争力強化や防災・減災機能の強化など

の観点から、早期整備に向けた取り組みを引き続き実施した。中部国際空港については、

二本目滑走路の早期実現に向けた活動のほか、旅客・貨物両面における利用促進や新規就

航路線の誘致に向けた活動を行い路線ネットワークの拡充に繋げることができた。 

また、企業の BCP 策定率向上に資する取り組みの実施や、「南海トラフ地震防災対策推

進基本計画」に大規模な広域防災拠点として名古屋市三の丸地区、静岡県庁等を位置付け

るための要望など、防災・減災対策を推進した。 

さらに、リニア中央新幹線開業後の名古屋のあるべき姿などのグランドビジョン策定の

必要性などについて名古屋市に提言するとともに、新しい地域社会づくりに関する調査研

究の一環として、調査団をフランス・ドイツ・オランダに派遣した。 

 

（会員サービスの強化と地域との連携強化） 

委員会、懇談会活動を精力的に実施するとともに、各地域において会員交流会、会員懇

談会を開催した。また、各県の行政や経済団体、会員企業などを精力的に訪問し、情報交

換や連携強化に努めた。 

なお、会員入会については、新規に９社・１団体の入会を得た。 

 

（その他） 

「ブラジル・米国経済視察団」を派遣するとともに、外国公館との交流などの国際交流

活動を実施した。 

また、東海地方経済懇談会（経団連との懇談会）、西日本経済協議会など他の経済団体

との連携活動や、中部産業振興協議会をはじめ産学官連携強化につながる活動に取り組ん

だ。 
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Ⅱ. 事業活動の状況 

 

１．中経連中期活動指針の策定 

○ ２０４０年の「望ましい将来像」を想定し、その実現のために２０２０年頃までに

中経連が行う活動の方向性を示す「中期活動指針２０２０」を策定するため、企画委

員会（１０、１月)および専門委員会（１２、１月）を開催するとともに、各地で開

催する会員交流会(８、９、１０月)や会員懇談会(２、３月)の場で意見交換を実施し

た。 

 

２．調査・研究、提言、要請活動 

○ 経済委員会を開催（１０、１１、１月）し、法人税の引き下げ、労働規制の緩和、

内需の活性化、産業の新陳代謝の促進、中小企業の支援などの課題に対して「日本の

ものづくりの競争力再生と産業構造転換の促進」と題した経済政策に関する提言を策

定（２月）し、政府、関係省庁、地方自治体、国会議員などへの要請活動を実施（２、

３月）した。また、産学官が一堂に会し今後の当地域の産業のあり方について協議・

提言した東海産業競争力協議会（事務局：中部経済産業局）に反映した。   

○ 「消費税価格転嫁に関する講演会」（１２月）、「産業競争力強化法に係る施策説明

会」（３月）を実施した。 

（以上、経済委員会） 

○ 税制委員会を開催（７、８月）し、法人税の引き下げ、設備投資減税の拡大、防

災・減災に関する税制の創設などについて「平成 26 年度税制改正に対する意見」を

策定（９月）し、政府、関係省庁、地方自治体、国会議員などへ要請活動を実施（９、

１０、１１月）した。  

（税制委員会） 

 

 

３.「ものづくり」産業の振興： 

次代を担う産業、「ものづくり」を支える中小企業、地域を支える地域産業や

農林水産業の振興を支援 

 

（１）次世代リーディング産業の振興 

①次世代自動車産業 

○ ２回の次世代自動車専門部会 (６、８月) の後、産業委員会次世代自動車部会を

開催 (９月) し、「移動ニーズを考慮した将来社会におけるモビリティの在り方に

ついて」と題した中間報告を取りまとめた。 

その後、人の移動を都市部、中山間地などに分けて分析調査を進め、並行して３

回の専門部会 (１１、１、２月) で検討を実施した。 

○ 「次世代自動車地域産学官フォーラム」（事務局：中部経済産業局）に関して、

個別プロジェクトの推進について中部経済産業局と意見交換を実施した。また、愛

知県の「自動車安全技術プロジェクト」の会合への参加、個別ヒアリングなどの情

報収集を行い、上記部会でも話題提供を行った。 

（以上、産業委員会 次世代自動車部会） 
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②航空宇宙産業 

○ 外部の有識者を含めた検討部会を４回実施し、中部圏に集積する企業の更なる競

争力強化策などを議論するとともに、中堅・中小企業へのヒアリングを行い、要

望・意見などを吸い上げた。 

第２回委員会 (２月) で、ボーイング７８７増産対応など当面の課題に対し、ア

ジアＮo.１航空宇宙産業クラスター形成特区制度において、競争力強化に関する現

行支援策の拡充と、人づくりに関する新たな支援策の創設という２つの具体策を取

りまとめた。 

これを、アジアＮo.１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会(事務局：愛

知県)、および航空機支援機能高度化委員会(事務局：中部経済産業局)にて意見提

起した。 

（以上、航空宇宙特別委員会） 

 

③ヘルスケア産業 

○ 外部の有識者を含めた意見交換会を実施 (７月) した後に、産業委員会ヘルスケ

ア部会を開催 (９月) し、現状の課題に関する調査結果を報告した。さらに、取り

組み指針について議論し、重点化を図ることとした。 

○ 新ヘルスケア産業の創出・育成を目指す「新ヘルスケア産業フォーラム」（事務

局：名古屋大学、中経連）では、理事会などのフォーラム運営活動の他、各種事業

活動（講演会、交流会、有志によるテーマ別部会活動）を行い、新ビジネス創出の

活動を推進した。 

また、本フォーラムを行政の立場からアドバイスする、アドバイザリー会議（８

県１市と国の３行政機関が参加）を開催 (１１月) し、イベント情報を共有するプ

ラットフォーム作りなど、地域の連携した取り組みについて情報交換を実施した。 

○ 地域の産学官が一体となって交流・連携、Ｒ＆Ｄ、検証・実証から事業化までの

プロセスを一貫支援する「中部医療産業化ネットワーク」（事務局：中部経済産業

局）の支援会議に参画し、その進め方について意見提起した。 

（以上、産業委員会ヘルスケア部会） 

 

④環境・リサイクル産業 

○ セメント原料などに再利用される副産物・廃棄物の循環維持・拡大に向けて、資

源環境委員会セメント原料等に再利用される再生資源・副産物の検討部会を開催 

(４月) するとともに、用途拡大に向けて関係各所へのヒアリングなどを進め、中

間取りまとめを行った。 

○ 愛知県環境関連条例の見直しに対し、産業界の声を反映すべく、愛知県環境部と

企業との意見交換会を開催 (２月) した。 

○ 中部経済産業局や（公財）国際環境技術移転センター（ＩＣＥＴＴ）などと協調

し、中部の環境技術・環境関連商品のＰＲなどを支援した。 

（以上、資源・環境委員会） 

○ 「水のいのちとものづくり中部フォーラム」では、第５回総会､水ビジネスセミ

ナーを３回開催（６、１２、１月）し、会員の海外事業展開事例や北九州市の事例

を用い、海外事業展開について情報提供を実施した。 
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また、ホームページなどを活用した会員間情報交換スキームを構築、第５回国

際水ソリューション展（東京）へ出展し、会員の事業展開の支援を実施した。 

 

⑤観光産業 

○ 「昇龍道プロジェクト推進協議会」への参画を通じ、中部北陸９県の広域的連携

を推進した。東南アジア部会を立ち上げ、昇龍道ミッションへの参加（５月 台北

市）や認知度および受入環境向上に資する「昇龍道春夏秋冬百選」の公表（４月）、

今後のアクション・プランを策定（９月）した。 

○ 西日本の経済団体による広域観光ルートの検討会議（８、３月）を行った。中国

旅行商品造成を支援し、春節（旧正月）ツアーを催行した。 

（以上、街づくり・観光委員会） 

 

 （２）中堅・中小企業、地域産業の振興 

○ 中堅・中小企業の経営革新に効果的な具体策について、調査・研究を実施し、そ

の成果を経済政策に関する提言に反映した。 

（経済委員会） 

○ 中堅・中小企業の活性化を目的として、ＢｔｏＢビジネスマッチングサイト「ｅ

ＥＸＰＯ／Ｌｉｎｋｅｒｓ」の普及拡大に取り組むことを決定（１１月）し、以下

の活動を実施した。 

・自治体、商工会議所、中小企業支援機関、大学などへの普及活動（１１～３月） 

・コーディネーター向け説明会（１月） 

・中央アルプスビジネスフェア（伊那市）、とよたビジネスフェア（豊田市）で

の普及活動（３月） 

     ＊中部地域における実績（３月３１日現在） 

①ｅＥＸＰＯにおける展示件数：４８件（２０社・団体） 

②Ｌｉｎｋｅｒｓ登録コーディネーター数：４９名（秘密保持契約締結件数） 

    ③マッチング成立件数：１件 

 

○ 中小企業の活性化に資する税制について、税制改正要望に反映した。 

（税制委員会） 

 

（３）農林水産業の振興 

○ 農商工連携特別委員会 (７、９月) および専門委員会 (５、６、８月) を開催し

た。委員会では農業ビジネスの推進に向けて、各種課題・対応策を整理し、提言書

「農業ビジネスの活性化に向けて」の中間案を取りまとめた。 

○ 農業界と経済界の相互理解を目的とする「農林漁業界・経済界 情報交換会」を

開催 (６、１１、３月) し、情報提供・意見交換などを行った。 

                       （以上、農商工連携特別委員会） 

 

（４）エネルギー安定供給の確保 

○ 資源・環境委員会 (５、９月) および専門委員会 (５月) を開催した。エネルギ

ー・環境に関する会員アンケート (８月) やヒアリングなどを踏まえ、意見書「エ

ネルギー・環境政策について～ものづくり基盤を守る政策実現を～」を取りまとめ
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公表 (１０月) するとともに、経済産業大臣はじめ政府関係者、中部選出国会議員、

各省庁・地方自治体関係者らに対し、積極的な要望活動を展開した。 

 

○ 資源・環境講演会「わが国におけるメタンハイドレート開発の可能性」を開催

（５月）した。エネルギー･環境政策見直しの最新の動向や、エネルギーに関する

将来の経済影響試算などについて情報提供 (９月) を行った。 

○ 中部電力浜岡原子力発電所の安全対策工事の見学会を開催 (１１月/計２回) し

た。 

（以上、資源・環境委員会） 

 

 

 

４．産学連携による「人づくり」の推進：中部圏の発展を支える人材の育成 

 

（１）産学連携の更なる強化 

○ 会員大学・学校法人との懇談会を開催（６月）し、大学との一層の連携強化を図

った。 

○ 中部産業振興協議会を開催 (１０月) し、「イノベーション促進に向けた産学官

の取り組み・広域連携のあり方」をテーマに意見交換を行った。産学が連携した人

材育成のあり方、コーディネート力の向上など、今後の取り組みの方向性が示され

た。 

○ 「Next30 産学フォーラム」は、１５大学（平成２４年度：４大学）の参画を得

て、６回開催し、延べ約３００名が参加した。 

大学での開催（中京大学豊田キャンパス、愛知県立大学長久手キャンパス）、学

生の参加、グループディスカッションなど、産学交流促進のための新企画を立案・

実施した。 

平成２４年度の活動記録を報告書としてまとめ、産学連携懇談会委員、大学関係

者、地域会員などに配布した。 

（産学連携懇談会） 

 

（２）高度専門人材、グローバル人材育成の推進 

○ 前年度に引き続き、高度専門人材、グローバル人材育成の調査・研究を継続した。 

○ 愛知県立大学で会員企業の協力を得て出前事業を実施した（６月）。 

（以上、産学連携懇談会） 

○ 外国人留学生の就職事情に関する実態調査を行った。 

（国際交流懇談会） 

 

（３） 基礎能力、専門能力育成の推進 

○  企画委員会において人材育成専門委員会を設置・開催し（１２月）、調査対象を

「ものづくりの中部圏を支えるミドル人材（新入社員のレベルを向上させる）」に

決定し、現在の若手社員・大学生の課題の洗い出しを実施した。 

（企画委員会） 
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（４）シニア、女性の更なる活躍の場の創出 

○ 女性の活躍促進について、他の地元経済団体へのヒアリング、愛知県「あいち女

性の活躍促進会議」への参画などを通じ、次年度以降の提言策定、具体的な活動の

展開に向けた調査・研究を実施した、 

 

 

 

５．安全で魅力溢れる「地域・街づくり」の推進： 

少子高齢・人口減少社会の到来、リニア中央新幹線の開業など、社会情勢の

変化に対応した地域・街づくりを推進 

 

（１）コンパクトシティ化などの推進 

○ 街づくり・観光委員会にて、フランス、ドイツ、オランダへ調査団を派遣（６～

７月）し、都市中心部の活性化対策や再開発の状況、新交通システム導入の効果

などを調査した。 

（街づくり・観光委員会） 

○ 名古屋の街づくりを考える会（事務局：中経連、名古屋商工会議所）にて、リニ

ア中央新幹線開業後の名古屋のあるべき姿である「ナゴヤ・グランドビジョン」策

定の必要性と重要な視点、実現化方策について名古屋市に提言（６月）した。 

 

（２）基幹的社会資本の充実 

○ 社会基盤委員会を開催し、道路現地視察会（６月）や社会インフラの老朽化に関

する講演会（３月）を実施した。 

○ 関係機関に対し、国際競争力強化のための広域幹線道路整備について道路整備要

望を実施（７、８、１１、１２月）した。また、別途、西知多道路、東海北陸自動

車道、東海環状自動車道等についても要望を行った（８月）。 

○ 名古屋港の機能充実に向け、コンテナ取扱機能の強化、国際バルク戦略港湾施策

の推進、防災機能の強化などを関係機関に対し要望 (７、１１月)した。 

（以上、社会基盤委員会） 

○ ｢ブラジル・米国経済視察団」を派遣し、ルフトハンザドイツ航空に対しエアポ

ートセールスを実施（１０月）、路線の拡充を要望した。 

○ 航空会社（日本航空（４、１０月）、全日本空輸(８月)、ベトナム航空(９月)）

に対し中部国際空港の路線の拡充を要望した。 

○ 中部国際空港利用促進協議会では、海外メディアなどを対象にした現地訪問ツア

ー（ＦＡＭツアー）の実施、韓国・マレーシアで開催された旅行フェアへの出展、

北陸・長野地域でのトラック共同輸送事業の実施、貨物専用便の利用促進に向けた

支援事業の実施など、フライ・セントレアおよびフライ・セントレア・カーゴに向

けた事業を実施した。 

○ 中部国際空港二本目滑走路の早期実現に向け、中部国際空港の機能強化（完全２

４時間化）の実現に向けた要望（８、１１月）を実施したほか、「中部国際空港機

能強化に関するシンポジウム」の開催を後援(１１月)した。  

（以上、中部国際空港特別委員会） 
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（３）防災・減災対策の推進 

○ 「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」に大規模な広域防災拠点として名古屋

市三の丸地区、静岡県庁等を位置付けるため、防災担当大臣へ要望活動を実施（２

月）した。また、防災特別委員会現地視察会（５月）、防災特別委員会（３月）を

開催し、国や自治体と企業との連携に関する課題整理を次年度以降行うこととした。 

○ 企業ＢＣＰの講演会（１０月）、名古屋港湾の防災に関する講演会（３月）を通

じて、会員企業へ防災に関する情報収集・情報提供を実施した。 

○ 中部圏の産学官が一体となって「災害に強いものづくり地域」の構築をめざす中

部地域産業防災フォーラム幹事会（事務局：中部経済産業局､中経連）を開催（６

月）した。                    （以上、防災特別委員会） 

○ 防災・減災に関する税制創設に向け、調査、研究を深め、税制改正要望に反映し

た。 

                               （税制委員会） 

 

（４）道州制、地方分権の推進 

○ 地方分権特別委員会を開催(９月)し、平成２１年３月に本会が提言した「中部州

の姿」をベースにその内容の見直しを検討した。 

○ 中部圏の広域連携について、引き続き調査を行った。 

○ 「道州制推進基本法案の早期提出に向けた要請」を経団連や他の地域経済連合会

とともに行うこととした（平成２６年４月に経団連が自民党に要請活動を実施）。 

 （以上、地方分権特別委員会） 

 

 

 

６．会員サービス等 

 

（１）会員サービスの強化 

○ 「入会ご案内」のパンフレット更新（８月）や、入会依頼のダイレクトメール送

付（３月）など会員増強に努め、退会（２０社）はあったものの、新規に９社・１

団体の入会を得た。 

○ 各県において会員交流会（８～１０月／計６回）、会員懇談会（２～３月／計７

回）を実施した。 

○ 会員と関係機関に対して、本会の活動状況などを紹介するための機関誌「中経連」

をリニューアルし、毎月１回発行した。 

○ ホームページにプレスリリース情報、会合・イベントの案内などを随時掲載する

とともに、これらの情報を掲載した会員限定のメールマガジン「中経連ＴＯＰＩＣ

Ｓ」を２１回（第１２号～第３２号）、会員や一般の方々などへの「中経連メール

マガジン」を５１回（№２４～№７４）配信し、タイムリーな情報発信に努めた。 

○ 第２回定時総会（６月）において、記念講演会（演題「今後の国際情勢」、講師

「拓殖大学大特任教授・前防衛大臣 森本 敏氏」）を開催した。 

○ 総合政策会議において、「ナゴヤ・グランドビジョン」策定の提言について（７

月）、また、名古屋市の「名古屋駅周辺まちづくり構想（骨子案）」について（１２

月）説明会を開催した。 
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○ 景気動向などに関する会員アンケートを実施（６、９、１２、３月）し、「中部

圏の景況感の現状と見通し」として公表した。 

○ ｢中部圏に関する基礎的データ集」を新規発行（５月）した。 

 

（２）各地域との連携の強化 

○ 中部５県の行政、経済団体との情報交換を密にし、広域経済団体としての役割を

積極的に果たしていくため、５県および名古屋市との懇談会（上期）を実施すると

ともに、全事務局員を、兼務で愛知を除く４県の担当に割り振り、各県の行政や経

済団体、会員企業などを定期的に訪問する活動を実施した（通年）。 

○ 参与会議を開催（１月）し、中部５県下の各商工会議所などと、中部圏のさらな

る発展を目指した活動をともに進めていくことを目的に、各地域の課題や取り組み

について情報共有した。 

 

（３）国際交流の推進 

○ ｢ブラジル・米国経済視察団」を派遣（１１月）し、航空宇宙産業ならびにエネ

ルギー事情の調査を行うための現場視察を実施した。 

○ 国際交流懇談会を開催（４、８、１１月）し、大学におけるグローバル人材育成

の取組、中国・フィリピン・ブラジルに関する現地事情セミナーを実施した。 

○ 愛知県、名古屋市、名古屋港管理組合、名古屋商工会議所と共同で「愛知･名古

屋国際ネットワーク｣を開催し、ＡＳＥＡＮ１０カ国の駐日大使などを招聘し、フ

ォーラム・交流会・視察会を行い、ＡＳＥＡＮ各国と当地域のより一層の交流促進

を図った。 

○ 外国公館（在名古屋米国領事館）との交流（６月）を実施した。 

（以上、国際交流懇談会） 

 

 

 

７．外部との連携によるシンポジウム・講演会・懇談会等の開催 

  

（１）経済団体連携による活動 

①西日本経済協議会 

○ 西日本の６経済連合会で構成する「西日本経済協議会」の第５５回総会を大阪市

内で開催（１０月）し、全体で約２００名、本会からは三田会長はじめ約２０名が

参加した。 

○ 「地域の持続的成長に向けた国際競争力強化と国土強靭化の実現－西日本からの

提言－」を統一テーマに、三田会長が「活力あふれる中部の発展に向けて」と題し

た代表者発言を行った。 

○ 総会で採択した決議は、後日、６経済連合会の会長などにより首相官邸はじめ関

係省庁などに建議（１０月）した。 

 

②東海地方経済懇談会 

○ 日本経済団体連合会、東海商工会議所連合会とともに「東海地方経済懇談会」を、

「経済の好循環を実現する」をテーマに名古屋市内で開催（３月）し、米倉経団連
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会長、三田会長、岡谷東海商工会議所連合会会長はじめ各団体の役員、会員約 250

名が参加した。懇談会では、日本経済の発展に向けた政策課題について活発な意見

交換が行われた。 

 

③北陸経済連合会との懇談会 

○ 地方分権改革や街づくり、中小企業支援の推進などについて活動報告を交えなが

ら意見交換（５月）を行い、「昇龍道プロジェクト」など観光産業の振興をはじめ、

様々な分野において引き続き連携・協調していくことを確認した。 

 

 

④経済４団体新春賀詞交歓会 

○ 中部経済同友会、中部経営者協会、名古屋商工会議所とともに、「経済４団体新

春賀詞交歓会」を開催（１月）した。 

 

 ⑤新春経済講演会 

○ 中部経済同友会、愛知県経営者協会、名古屋商工会議所とともに、建築家の安藤

忠雄氏を講師に「新春経済講演会」を開催（１月）した。 

 

⑥日銀講演会 

○ 中部経済同友会、愛知県経営者協会、名古屋商工会議所とともに、日本銀行名古

屋支店長を講師に「日銀講演会」を開催（５月）した。 

   

 

⑦経済団体専務理事会議 

○ 経団連および各地域経済連合会（北海道、東北、北陸、中部、中国、四国、九州）

の専務理事会議の幹事団体を務め、三重県で会議を開催（１１月）し、日本再興戦

略の具体化に向けた地域の課題などについて意見交換を行った。 

 

（２）産学官連携による活動 

①中部産業振興協議会 

○ 中部５県、国の出先機関、大学と連携して新技術・新産業の創設を目的とする

「中部産業振興協議会」（座長：三田会長）を開催（１０月）し、「イノベーション

促進に向けた産学官の取り組み・広域連携のあり方」について、中部経済産業局長、

愛知県知事、名古屋工業大学学長、豊田副会長の発表をもとに意見交換を行い、人

材育成、産学官連携、規制緩和の重要性を共有した。 

 

②中央日本交流・連携サミット 

○ 中部圏の抱える課題について幅広く議論することにより共通認識を深め、当地域

の今後の方向性や連携策などについて討議するシンポジウム「中央日本交流・連

携サミット」を『「食」から考える中部の未来』をテーマに開催（８月）し、平野

眞一上海交通大学講席教授（名古屋大学前総長）をコーディネーターに、中部５

県の知事または副知事、名古屋市長、三田会長をパネリストとして、パネルディ

スカッションを行った。 
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③中部の未来を考える会 

○ 国の機関と中経連が連携強化を図り、総合的、広域的な地域づくりを検討する第

５回「中部の未来を考える会」を開催(２月)した。｢リニア・インパクトと地域活

性化｣と題した日本総合研究所調査部主席研究員・藻谷浩介氏の講演に続き、名古

屋大学・林良嗣教授をコーディネーターに、東海総合通信局長、東海農政局長、中

部経済産業局長、中部地方整備局長、中部運輸局長、小笠原副会長がパネリストと

して、「リニア中央新幹線開業を見据えた地域イノベーション」をテーマとするパ

ネルディスカッションを行った。 
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Ⅲ．総会・理事会・常任政策議員会議等 

 

１．総 会 

区分 開催日 場所 出席者 

第２回定時総会   ６月１２日 ウェスティンナゴヤキャッスル ５６９名 

    ＊総会の出席者については、委任状出席を含む 

 

２．理事会 

区分 開催日 場所 出席者(理事/監事) 

第５回  ５月２１日 本会役員会議室 １２名/２名 

第６回  ６月１２日 ウェスティンナゴヤキャッスル １１名/３名 

第７回 １１月 ５日 本会役員会議室 １３名/３名 

第８回  ３月２８日 本会役員会議室 １１名/４名 

     

 

３．常任政策議員会議 

区分 開催日 場所 出席者 

平成２５年度  ３月１７日 名古屋栄ビル特別会議室 ２１名 

 

 

４．総合政策会議 

区分 開催日 場所 出席者(代理出席含) 

 ４月度  ４月２５日 名古屋栄ビル特別会議室 ７６名 

 ５月度  ５月２１日 名古屋栄ビル特別会議室 ９２名 

 ６月度  ６月１２日 ウェスティンナゴヤキャッスル １０４名 

 ７月度  ７月２６日 名古屋栄ビル特別会議室 ８２名 

 ９月度  ９月 ２日 名古屋栄ビル特別会議室 ９３名 

１０月度 １０月 ７日 名古屋栄ビル特別会議室 ９５名 

１１月度 １１月 ５日 名古屋栄ビル特別会議室 ８７名 

１２月度 １２月 ２日 名古屋栄ビル特別会議室 ８４名 

 ２月度   ２月 ３日 名古屋栄ビル特別会議室 ８９名 

 ３月度  ３月２８日 名古屋栄ビル特別会議室 ７４名 

 

 

５．正・副会長会 

区分 開催日 場所 出席者 

４月度    ４月２５日 本会役員会議室 １２名 

５月度    ５月２１日 本会役員会議室 １２名 

７月度    ７月２６日 本会役員会議室 １５名 

９月度    ９月  ２日 本会役員会議室 １４名 

１０月度  １０月  ７日 本会役員会議室 １７名 

１１月度  １１月  ５日 本会役員会議室 １４名 
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１２月度 １２月 ２日 本会役員会議室 １４名 

 ２月度   ２月 ３日 本会役員会議室 １６名 

 ３月度   ３月２８日 本会役員会議室 １３名 

 

 

６．監事会 

区分 開催日 場所 出席者 

第３回 26 年 ４月１８日 本会役員会議室   ４名 
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Ⅳ. 会員との交流会・懇談会 

 

１．会員交流会 

○ 会員相互の親睦を深めることに加え「中期活動指針 2020」の前提となる 

２０４０年頃を見据えた「長期ビジョン」について、会員との意見交換を目的に、

各地域において会員交流会を開催した。 

区分 開催日 参加者 

愛知地域会員交流会 ８月２０日 ４３名 

静岡地域会員交流会 ８月２２日 ２０名 

三重地域会員交流会 ８月２３日 １９名 

愛知（三遠南信）地域会員交流会 ９月 ３日 ４０名 

長野地域会員交流会 ９月１２日 ２１名 

岐阜地域会員交流会 １０月 ３日 ２０名 

 

２．会員懇談会 

○ 「平成２６年度事業計画（案）」および「中期活動指針２０２０素案」について、

会員の意見を反映させるため、各地域において会員懇談会を開催した。   

区分 座長 開催日 参加者 

三重地域会員懇談会 小林副会長 ２月１３日 ２７名 

上・下伊那地域会員懇談会 － ２月１８日 ２０名 

岐阜地域会員懇談会 岩田副会長 ２月１９日 ２３名 

静岡地域会員懇談会 中西副会長 ２月２０日 ２０名 

愛知地域会員懇談会（第１回） 豊田副会長 ３月 ３日 ４２名 

長野地域会員懇談会 山浦副会長 ３月 ５日 １８名 

愛知地域会員懇談会（第２回） 佐々木副会長 ３月１１日 ４５名 

     ＊上・下伊那地域会員懇談会には、来賓として飯田市長、駒ケ根市長、伊那市長が出席。 
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Ⅴ． 法人の概況 

 

１．主たる事務所の状況  

名古屋市東区武平町５丁目１番地 名古屋栄ビルディング１０階 

 

２. 役員に関する事項 

（１）役員の数（平成２６年３月３１日現在） 

役 職 理 事 監 事 常任政策議員 政策議員 評議員 

人 数 １７名 ４名 ４５名 ８６名 ９２名 

備 考 会  長： １名 

副 会 長：１４名 

専務理事： １名 

常務理事： １名 

 

 

＿ 

 

 

＿ 

 

 

＿ 

 

 

＿ 

 

（２）会長・副会長の氏名等（平成２６年３月３１日現在） 

役 職 氏 名 主たる職業 

会 長 三田 敏雄 中部電力㈱ 代表取締役会長 

副会長 岩田 義文 イビデン㈱ 代表取締役会長 

副会長 中西 勝則 ㈱静岡銀行 取締役頭取 

副会長 小林 長久 日本トランスシティ㈱ 代表取締役会長 

副会長 豊田 鐵郎 ㈱豊田自動織機 取締役会長 

副会長 山浦 愛幸 ㈱八十二銀行 取締役会長 

副会長 上田  豪 ㈱百五銀行 取締役頭取 

副会長 中村 捷二 中部ガス㈱ 取締役会長 

副会長 河野 英雄 名古屋鉄道㈱ 代表取締役会長 

副会長 山田 佳臣 東海旅客鉄道㈱ 代表取締役社長 

副会長 水野 明久 中部電力㈱ 代表取締役社長 社長執行役員 

副会長 佐々木 眞一 トヨタ自動車㈱ 相談役・技監 

副会長 小笠原 剛 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 副頭取 

副会長 加藤 太郎 日本ガイシ㈱ 代表取締役社長 

副会長 酒本 義嗣 新日鐵住金㈱ 常務執行役員名古屋製鐵所長 

 

 

３．正味財産増減の推移                                     

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

正味財産 1,513,233 1,434,154 1,412,922 1,388,297 1,364,036 

負債及び正味財産 1,583,390 1,508,461 1,492,609 1,476,801 1,451,568 
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４．会員の状況 

 

 平成２５年 

３月３１日 

平成２５年度 平成２６年 

３月３１日 入 会 退 会 

法人会員 ６８２  ９ ２０ ６７１ 

団体会員   ６３  １    ０  ６４ 

合  計 ７４５ １０ ２０ ７３５ 
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事業報告の附属明細書 
 

 

事業報告の附属明細書に記載すべき特記事項は無い。 

 


